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Ⅰ．はじめに
　
アメリカでは、毎年二万件を超える有害物質
（放射性物質を含む）
や油の放出または放出のおそれにかかわる緊
急事態が通報されているが、これらの緊急事態には、小規模のものから、即時の対応と近隣住民の避難を要する大規模なもの 含まれてい
（
１）
る。
　
災害・事故の発生時には、その規模によってさまざまなレベル―発生施設、地方、州、連邦―で対応がなされる
ものであるが、本稿は、連邦レベルにおける有害物質
（放射性物質を含む）
および油に係る災害・事故時の対応に
関する法的枠組みについて調査した結果をまとめたも である。
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《研究ノート》
アメリカにおける有害物質および油に係る災害・事故時の対応に関する法的枠組みについて
大
　
坂
　　
恵
　
里
Ⅱ．合衆国環境保護庁固形廃棄物・緊急対応局緊急管理課
　
合衆国環境保護庁
（
U
.S. E
nvironm
ental P
rotection A
gency, E
P
A
）
は、有害物質の放出や油の流出によって影響を
受けたコミュニティにおいて適切かつ適時の対応措置が確実に行われるよう、州・地方の初動要員の能力を超える場合や追加的支援が必要な場合には、様々な活動を調整・実施する役割を果たしている。　
二〇〇四年九月五日、ＥＰＡの固形廃棄物・緊急対応局
（
O
ffi
ce of Solid W
aste and E
m
ergency R
esponse, O
SW
E
R
）
内に、有害物質の放出や油の流出に係る災害・事故対応の中心的機関として、緊急管理課
（
O
ffi
ce of E
m
ergency 
M
anagem
ent, O
E
M
）
が設置された。環境に影響を与える緊急事態への予防・準備・対応は、従来はスーパーファン
ド緊急対応プログラム、油流 防止プログラム、化学物質緊急準備・予防課で行われていたが、ＯＥＭの設置により、統合的に行われることになった。
Ⅲ．有害物質および油に係る災害・事故の予防、災害・事故時の届出に関する連邦法規
　
有害物質
（放射性物質を含む）
および油に係る災害・事故の予防または災害・事故時の届出に関して、以下の連
邦法規が存在す
（
2）
る。
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Ａ．包括的環境対処補償責任法の下での有害物質放出届出
１．包括的環境対処補償責任法
　
包括的環境対処補償責任法
（
C
om
prehensive E
nvironm
ental R
esponse, C
om
pensation, and L
iability A
ct, C
E
R
C （
3）
L
A
）
は、有害物質による汚染を浄化して自然資源の損害に対処することを目的として、一九八〇年に制定された。
２．有害物質およびその要報告量
　
ＣＥＲＣＬＡにおける有害物質
（
hazardous substances ）
とは、以下のとおりである。
　
①ＣＥＲＣＬＡ一〇一条
⒁
所定の有害物質
　
ⅰ水質清浄法
（
C
lean W
ater A
ct, C
W
（
4）
A
）
の三一一条ｂ項⑵
（
5）Aに従って指定された物質
（一〇一条⒁
A）
　
ⅱＣＥＲＣＬＡ一〇二条に従って指定された物質
（一〇一条⒁
B）
　
ⅲ廃棄物処理法
（
Solid W
aste D
isposal A
ct ）
三〇〇一
（
6）
条
の下で特定されるか同条に従って列挙された性質を有す
る有害廃棄物
（一〇一条⒁
C）
　
ⅳ大気清浄法
（
C
lean A
ir A
ct, C
A
A
）
三〇七条ａ
（
7）
項
の下で列挙された毒性汚染物質
（
toxic pollutant ） （一〇一条⒁
D
　
ⅴＣＡＡ一一二条
（
8）の下で列挙された有害大気汚染物質
（
hazardous air pollutant ） （一〇一条⒁
E）
　
ⅵ差し迫った危険のある化学物 で、かつ、ＥＰＡ長官が毒性 規制法
（
T
oxic Substances C
ontrol A
ct ）
七
（
9）
条
に従って措置を取ったもの
（一〇一条⒁
F）
　
なお、石油
（原油および留分を含む）
は、ⅰからⅵに含まれていなければ、ＣＥＲＣＬＡ上の有害物質とはなら
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ない。天然ガス、合成ガス、それらの混合物もＣＥＲＣＬＡ上の有害物質ではない
（一〇一条⒁）
。
　
②環境に放出された場合には公衆の健康・福祉または環境に重大な危険を与えうるとしてＥＰＡ長官によって指
定された物質
（一〇二条ａ項）
　
連邦行政命令集第四〇編三〇二・四条において、約八百物質がＣＥＲＣＬＡの有害物質として指定されてい
（
１0）
る。
さらに、現在約千五百の放射性核種が存在することが知られているが、同条の付表Ｂにおいて、放射性核種という一般的な名称の指定に加えて、約七六〇種が個別に指定されてい
（
１１）
る。
　
各有害物質には、それが放出された場合には有害物質放出届出が必要となる量―要報告量
（
reportable quantity ）
―が定められている
（一〇二条ａ項）
。要報告量は、規則によって設定されていない限りは一ポンド、または、ＣＷ
Ａ三一一条ｂ項
（
１2）
⑷
によって要報告量が設定されている有害物質についてはそれと同量である
（一〇二条ｂ項）
。ただ
し、放射性核種の単位はキュリーである。個別に指定されている放射性核種には、有害性に応じて〇・〇〇一から千キュリーまで七段階の要報告量が割り当てられ いるが、それ以外の放射性核種の要報告量は一キュリーであ
（
１3）
る
。
３．有害物質放出届出
　
船舶の責任者または海上・陸上の施設の責任者は、当該船舶または施設から が一〇二条の下で設定され
た要報告量以上放出されたことを知った時、ＣＷＡ 基づいて設置された全国対応センター
（
N
ational R
esponse 
C
enter, N
R
C
）
にすみやかに届け出なければならない
（一〇三条ａ項）
。但し、連邦によって許可された放出は届出
の対象とならない
（同）
。ＮＲＣは、当該届出を、影響を受ける州の知事を含む、あらゆる適切な政府機関に迅速
に伝えなければならない
（同）
。
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４．罰則
　
すみやかに有害物質放出届出を行わなかったか、誤ったまたは誤解させる情報が含まれていることを知りながら
届出を行った船舶・施設の責任者は、合衆国法典第一八
（
１4）
編
所定の条文に従った刑事罰もしくは三年以下
（二回目以
降の訴追の場合には五年以下）
の自由刑またはこれを併科される
（一〇三条ｂ項）
。
Ｂ．緊急対処計画および地域住民の知る権利法の下での緊急対処計画・緊急放出届出
１．制定の経緯
　
緊急対処計画および地域住民の知る権利法
（
E
m
ergency P
lanning and C
om
m
unity R
ight-to-K
now
 A
ct, E
P
C
R （
１5）
A
）
は、一九八六年一〇月七日、ＣＥＲＣＬＡを修正するスーパーファンド修正・再授権法
（
Superfund A
m
endm
ents 
and R
eauthorization A （
１6）
ct ）
の第三編として成立した。
　
ボパール事
（
１7）
件を契機として制定されたＥＰＣＲＡは、コミュニティの有害化学物質情報へのアクセスを改善する
ことと、州政府・地方政府・部族政府に化学物質 放出 対する緊急対処計画を策定させることを目的としている。
２．州緊急対処委員会と地区緊急対処計画委員会の設置
　
各州の知事は、州緊急対処委員会
（
State em
ergency response com
m
ission, SE
R
C
）
を設置しなければならない
（三〇一
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条ａ項）
。ＳＥＲＣは、緊急対処計画地区を指定し
（三〇一条ｂ項）
、地区緊急対処計画委員会
（
local em
ergency 
planning com
m
ittee, L
E
P
C
）
を設置しなければならない
（三〇一条ｃ項）
。
３．対象施設・対象物質
　
ＥＰＣＲＡの対象となるのは、特別危険物質
（
extrem
ely hazardous substances ）
が基準計画量
（
threshold planning 
quantity ）
を超えて存在する施設である。ＥＰＡ長官は、特別危険物質とその基準計画量を指定している
（三〇二条
ａ項、
40 C
F
R
 P
art 355 付録Ａ）
。現在、約三六〇物質が特別危険物質として指定されており、そのうち約三分の一以
上がＣＥＲＣＬＡ上の有害物質でもあ
（
１8）
る。
　
対象施設の所有者・管理者は、新たに特別危険物質が基準計画量を超えて施設に存在することになった場合、ま
たは、すでに施設に存在している物質が特別危険物質に指定された場合には、その日から六〇日以内にＳＥＲＣおよびＬＥＰＣに届け出なければならない
（三〇二条ａ項⑵⑶、同条ｂ項⑴、同条ｃ項）
。
４．緊急対処計画
　
ＬＥＰＣは、緊急対処計画
（
em
ergency planning ）
を策定し、少なくとも年に一度は再検討しなければならない
（三〇三条ａ項）
。緊急対処計画は、以下の事項を含まなければならない
（三〇三条ｃ項）
。
　
①緊急対処計画地区内の対象施設、特別危険物質表に掲載された物質の輸送ルート、対象施設に近接し いるた
め追加リスクに寄与するか追加リスクにさらされる施設
（病院や天然ガス施設等）
の特定
　
②特別危険物質表掲載物質の放出に して および地区 緊急対処関係者・医療関係者が
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従うべき方法・手続　
③計画の実施に必要な判断を行うコミュニティ緊急コーディネーターおよび施設緊急コーディネーターの選任
　
④放出が生じた場合に、施設緊急コーディネーターおよびコミュニティ緊急コーディネータ が、緊急対処計画
において指定された者と公衆に、信頼性のある効果的で時宜にかなった通知を行う手続。三〇四条所定の緊急放出届出の内容と矛盾しないこ 。　
⑤放出が生じたことと、放出によって影響を受けやすい地域や人々を判断する方法
　
⑥コミュニティおよび各施設 非常設備・ の詳細と、当該非常設備・施設の責任者の特定
　
⑦予防的避難と代替的な交通ルートの準備を含む避難計画
　
⑧地区の緊急対処関係者・医療関係者 訓練スケジュール 含む訓練プログラム
　
⑨既存の緊急対処計画の方法 スケジュール
５．緊急放出届出
（１）緊急放出届出
（
em
ergency release notification ）
が義務付けられる放出
　
①特別危険物質が、有害化学物質が製造・使用 貯蔵された施設から放出され、かつ、そのような放出がＣＥＲ
ＣＬＡ一〇三条ａ項の下で届出を要求される場合 は、当該施設の所有者・管理者はすみやかに緊急放出届出をしなければならない
（三〇四条ａ項⑴⒜）
。
　
②特別危険物質が、有害化学物質が製造・使用・貯蔵された施設から放出され、かつ そのような放出がＣＥＲ
ＣＬＡ一〇三条ａ項の下で届出を要求されていない場合には、当該施設の所有者・管理者は、そのような放出が以
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下に該当する場合に限って、速やかに緊急放出届出をしなければならない
（三〇四条ａ項⑵⒜）
。
　
ⅰＣＥＲＣＬＡ一〇一条⑽に定義された連邦によって許可された放出ではなく、
　
ⅱＥＰＡ長官が通知を必要とすると
（規則によって）
判断した量を超過し、かつ
　
ⅲＣＥＲＣＬＡ一〇三条ａ項の下での届出を要求する態様で生じた場合
　
③特別有害物質表に掲載されていない物質が、有害化学物質が製造・使用・貯蔵されている施設から放出され、
かつ、そのような放出がＣＥＲＣＬＡ一〇三条ａ項の下で届出を要求される場合には、当該施設の所有者・管理者は、以下のいずれかに該当する場合に緊急放出届出を行わなければならない。　
ⅰ当該物質が、ＣＥＲＣＬＡ一〇二条ａ項の下で要報告量を設定されている場合
（三〇四条ａ項⑶⒜
A）、または
　
ⅱ当該物質は、ＣＥＲＣＬＡ一〇二条ａ項の下で要報告量を設定 ていな 、一ポンド以上の放出であ 場
合
（三〇四条ａ項⑶⒜
Bⅱ）
　
④ただし、施設が所在する敷地内のみで人が曝露する結果と った放出の場合、緊急放出届出は不要である。（２）緊急放出届出の方法と届出先
　
放出後速やかに、施設の所有者・管理者は、当該放出によって影響を受ける地域 地区緊急対処計画委員会のコ
ミュニティ緊急コーディネーターと州緊急対処計画委員会に電話、ラジオ、対面などで緊急放出届出を行わ けばならない。緊急放出届出の対象となる物質の輸送やそのような輸送 付随 貯蔵の場合は 九一一
（緊急電話
番号）
に通報することで足りる。
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（３）緊急放出届出の内容　緊急放出届出は、通知の時点に知られている範囲で、緊急な結果への対処において遅滞なき限りで、以下の事項
を含まなければならない
（三〇四条ｂ項⑵）
。
　
①放出に含まれる化学物質の名称または同一性
　
②特別有害物質表に記載されているかどうかの表示
　
③環境に放出された物質の推計量
　
④放出された時刻と時間
　
⑤放出された媒体
　
⑥緊急事態に伴う既知または予想さ 急性・慢性の健康リスクと、適切な場合には、被爆者に必要とされる医
学的助言　
⑦放出の結果として取るべき適切な予防措置。そうした措置には避難も含ま る。
　
⑧詳細の問い合わせ先の名前と電話番号（４）書面による事後届出
　
緊急放出届出を要する放出が生じた後は、所有者・管理者は、出来 だけ早急に、緊急事後届出書
（
follow
up 
em
ergency notice ）
を提出しなければならない。届出書には、緊急放出届出で要求される情報の最新版と、以下に
関する情報を含むものとする
（三〇四条ｃ項）
。
　
①放出に対して取った措置
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②放出に伴う既知または予想される急性・慢性の健康リスク、ならびに
　
③適切な場合には、被爆者に必要とされる医学的助言（５）
罰則
　
緊急放出届出義務に違反した者は、違反一件につき二万五千ドルを上限とする民事罰を課される
（三二五条ｂ項
⑴
A）。違反が継続している間は、日々二万五千ドルを上限とする行政罰を課され続け、さらに、二回目以降の違
反の場合には、違反が継続している間、日々七万五千ドルを上限とする行政罰を課され続ける
（三二五条ｂ項⑵）
。
故意に違反した者に対しては、二万五千ドルを上限とする刑事罰もしくは二年以下の自由刑またはこれを併科、二回目以降の 反については五万ドルを上限とする刑事罰もしくは五年以下の自由刑またはこれを併科される（三二五条ｂ項⑷）
。
６．その他の報告制度
（１）有害化学物質の貯蔵に関する報告制度　①ＭＳＤＳの提出
（三一一条）
　
労働安全衛生法
（
O
ccupational Safety and H
ealth A
ct, O
SH
A
）
により製品安全データシート
（
m
aterial safety data 
sheet, M
SD
S ）
の提出を義務付けられている施設で、ＭＳＤＳの対象となる有害化学物質
（
hazardous chem
i （
１9）
cal ）
を、連邦行政命令集四〇編三七〇・一〇条において以下のとおり定められた量以上保有する施設の所有者・管理者は、ＳＥＲＣ・ＬＥＰＣ・管轄消防庁に、ＯＳＨＡおよび関連規則による健康ハザー ・物理的ハザー の分類に
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従って、名称・通称と有害性について報告しなければならない
（三一一条ａ項）
。
　
・特別危険物質については、五百ポンドまたは基準計画量のいずれか低い量
　
・ガソリンスタンドのガソリンについては、タンクが完全に地下に埋められている場合で、連邦行政命令集四〇
編二八〇部の地下貯蔵タンク
（
underground storage tank, U
ST
）
に関する全ての要求事項または連邦行政命令
集四〇編二八一部の でＥＰＡによって承認された州のＵＳＴプログラムの要求事項を前年度に常に遵守していた場合には、七万五千ガロン
　
・ガソリンスタンドのディーゼル燃料 タンクが完全に地下に埋められている場合で、連邦行政命令
集四〇編二八〇部のＵＳＴに関する全ての要求事項または連邦行政命令集四〇編二八一部の下でＥＰＡによって承認された州のＵＳＴプログラム 要求事項を前年度に常に遵守していた場合には、一〇万ガロン
　
・その他の有害化学物質については、一万ポンド
　
②緊急・有害化学物質目録の提出
（三一二条）
　
ＥＰＡは、二種類 緊急・有害化学物質目録書式
（
em
ergency and hazardous chem
ical inventory form
）
を作成し
ている。ＭＳＤＳの提出が義務付けられている施設の所有者・管理者は、毎年、ＳＥＲＣ・ＬＥＰＣ・管轄消防庁に対して第一段階書式
（
T
ier I
フォーム）
による報告を行わなければならない
（三一二条ａ項）
。また、ＳＥＲＣ・
ＬＥＰＣ・管轄消防庁のいずれかの請求があった場合には、第二段階書式
（
T
ier II
フォーム）
による報告も行わな
ければならない
（三一二条ａ項、同条ｅ項）
。
　
第一段階書式で要求される情報は、ＯＳＨＡおよび関連規則による健康ハザー ・物理的ハザードの分類に従っ
た、有害化学物質のⅰ前年度の最大保有量
（推計）
、ⅱ前年度の一日平均保有量
（推計）
、ⅲ通常の所在である
（三一二
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条ｄ項⑴）
。第二段階書式で要求される情報は、各有害化学物質のⅰ名称・通称、ⅱ前年度の最大保有量
（推計）
、
ⅲ前年度の一日平均保有量
（推計）
、ⅳ貯蔵態様、ⅴ所在、ⅵ特定の有害化学物質の所在に関する情報の秘匿意思
の有無である
（三一二条ｄ項⑵）
。
（２）有毒化学物質放出に関する報告制度（三一三条）　①対象施設
　
ⅰ特定の事業活動を行っている施設または連邦の施設であ
（
20）
り、ⅱ常時一〇人以上の常勤従業員がおり、ⅲ有毒化
学物質
（
toxic chem
ical ）
を年二万五千ポンドを超えて製造・加工しているか、年一万ポンドを超えて使用している
施設の所有者・管理者は、毎年七月一日までに、ＥＰＡが作成する書式によって、ＥＰＡおよび州知事に報告することを義務付けられている
（三一三条ａ項）
。
　
②対象物質
　
報告対象となる有毒化学物質として、現在、五九三の化学物質および三〇の化学物質カテゴリー
（
chem
ical cate-
gory ）
が指定されている。三〇の化学物質カテゴリーのうち三カテゴリーは個別に指定された六二の物質を含んで
いるため、個々に数えると、六八二の化学物質・化学物質カテゴリーを対象としていることにな
（
2１）
る。
　
③書式
　
書式には、書式Ｒ
（
T
R
I F
orm
 R
）
と簡易の書式Ａ
（
F
orm
 A
）
があ
（
22）
る
。書式Ａは、対象化学物質の年間報告量が五百
ポンドを超えず、製造・加工・使用量が百万ポンドを超えない場合に使用することができ
（
23）
る。ただし、難分解性・
生体蓄積性・有毒性物質
（
P
B
T
 chem
ical ）
については、上記条件に該当しても、書式Ｒによらなければならな
（
24）
い。
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④情報公開
　
ＥＰＡは、報告された情報に基づいた有毒化学物質放出目録
（
T
oxic R
elease Inventory, T
R
I ）
を作成することで、
公衆が対象化学物質に関する情報を入手できるようにしなければならない
（三一三条ｈ項、同条ｊ
（
25）
項）
。
Ｃ．大気清浄法の下での事故による化学物質の放出の防止１．リスク管理計画
　
大気清浄法
（ＣＡＡ）
一一二条ｒ
（
26）
項
は、一九九〇年にＣＡＡが修正された時に追加された。同項に基づき、対象
となる化学物質を製造・加工・処理・貯蔵する固定発生源の所有者・管理者は、下記のＥＰＡ規則に従って、事故による化学物質の放出を防止するためのリスク管理計画
（
R
isk M
anagem
ent P
lan, R
M
P
）
をＥＰＡに登録しなければ
ならない
（一一二条ｒ項⑺
B （
27）
ⅲ）
。ＲＭＰは、対象施設のリスク管理プログラムを説明する内容となっている。
２．ＥＰＡのリスク管理計画規則
　
ＥＰＡは、大気清浄法一一二条ｒ項⑺に基づき、化学物質関連事故防止の めのリスク管理計画に関する一般的
指針
（
G
eneral G
uidance on R
isk M
anagem
ent P
rogram
s for C
hem
ical A
ccident P
revention ） （
40 C
F
R
 P
art 68 ）
を公表し
ている。なお、特定の産業
（プロパン貯蔵施設、倉庫、化学品流通、アンモニア冷凍、廃水処理プラント）
については、
追補が公表されている。
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（１）対象となる化学物質と閾値　二〇一一年七月一日時点で計一四〇物質が対象とされている
（
40 C
F
R
 
§ 68. １30 ）。
　　
・有毒物質
　
七七物質
　
閾値五百～二万ポンド
　　
・可燃性物質
　
六三物質
　
閾値一万ポンド
（２）対象施設の義務　対象施設は、リスク管理プログラムを策定し、プログラムに関する記録
（
docum
entation ）
を維持しなければなら
ない。リスク管理プログラムには、施設外への結果の解析
（
off-site consequence analy （
28）
sis ）、五年間の事故歴、放出
防止プログラム、緊急対処プログラム
（
29）が含まれる。対象施設は、リスク管理プログラムを実施し、リスク管理計画
を定期的に、または特定の過程
（
process ）
その他の変更が生じる場合に、更新しなければならない。
　
ＲＭＰは、二〇〇九年三月からは電子的に登録・更新されるようになった。（３）情報の公開
　
ＥＰＡは、緊急対処計画担当者や実 省庁がＲＭＰに関する情報をオンライン 入手可能 している。緊急対処
計画担当者や実施省庁には、連邦・州の規制当局、ＳＥＲＣ、ＬＥＰＣ、部族緊急対処委員会
（
T
ribal em
ergency 
response com
m
ission ）
が含まれる。
　
なお、ＲＭＰ情報のうち施設外への結果の解析に関する情報を公衆が入手するには、連邦閲覧室で閲覧および
ノートを取ることによらなければならない。それ以外のＲＭＰ情報については、請求によって入手可能とされて
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い
（
30）
る。（４）州による上乗せ・横出し
　
州は、対象化学物質に関して追加的な義務を課すことも可能であるし、対象物質以外の物質を対象とすることも
できる。
Ｄ．油流出の防止１．大規模施設から 油流出の防止
（１）施設対応計画の作成・提出　水質清浄法の下、油濁法
（
O
il P
ollution A （
3１）
ct ）
による修正を受けて、油を貯蔵・使用する一定の施設は、施設対応
計画
（
F
acility R
esponse P
lan ）
を作成・提出することを義務付けられている。詳細は、油汚染防止規則
（
O
il P
ollu-
tion P
revention R
egulati （
32）
on ）
の一部として一九九四年七月一日に公表された施設対応計画規則
（
F
acility R
esponse 
P
lan R
u （
33）
le ）
において定められている。
（２）対象施設　航行可能水域に油を排出することによって環境に「重大な損害」
（
substantial harm
）
を引き起こすと合理的に予
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想されうる施設は、施設対応計画を提出しなければならない。　
重大な損害を引き起こす可能性がある施設とは、以下の施設である。
　
①総計四万二千ガロン以上の油貯蔵能力を有し、油を水上 船舶からまたは船舶へ移動させる施設、または
　
②総計百万ガロン以上の油貯蔵能力を有し、以下の条件のいずれかに該当する施設
　
ⅰ各地上貯蔵エリアに十分な二次的な格納設備を有さない場合
　
ⅱ当該施設からの排出が魚類・野生生物・損傷を受けやすい環境に損害を生ぜしめう ような距離にある場合
　
ⅲ当該施設からの排出が公共の飲料水の取水を停止させるよう 距離 ある場合
　
ⅳ過去五年以内に、一万ガロン以上の要報告排出があった場合（３）施設対応計画の内容
　
施設対応計画は、全国緊急対策計画
（
N
ational C
ontingency P
lan, N
C
P
）
および地区緊急対策計画
（
A
rea C
ontingen-
cy P
lan, A
C
P
）
に合致していなければならない。定期的に更新されなければならず、重要な変更があるたびに承認
のために再提出されなければならない。　
施設対応計画には以下のものが含まれる。
　
・緊急対応アクションプラン
　
・施設情報―名前、施設タイプ、所在地、所有者、管理者に関する情報を含む
　
・緊急時の届出、設備 人員、避難に関する情報
　
・潜在的な流出の危険性および過去の流出の特定と分析
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・小規模、中規模、最悪の排出事故のシナリオと対応措置に関する議論
　
・排出探知の手続・設備の詳細
　
・対応、格納、処分に関する詳細な実施計画
　
・自己点検 訓練・演習、対応訓練の詳細と記録
　
・敷地計画
（
facility site plan ）、排水、避難計画のダイアグラム
　
・防犯設備
　
・対応計画カバーシート
２．小規模施設からの油流出の防止
（１）流出防止・抑制・対策規則の作成　油汚染防止規則の一部である流出防止・抑制 対策規則
（
Spill P
revention, C
ontrol, and C
ounterm
easure R
u （
34）
le ）
の
下、特定の施設は、流出防止・抑制・対策計画
（ＳＰＣＣ計画）
を作成・実施しなければならないが、当該計画は、
専門技術者
（
P
rofessional E
ngineer ）
により検証・証明される必要はなく、自己証明で足りるとされている。
（２）対象施設　地上に総計一万ガロン以下油貯蔵施設を有する施設であり、ＳＰＣＣ計画が自己証明された時点から過去三年の
間に、ⅰ航行可能水域および隣接の海岸線への排出が一度あったが、排出量が千ガロンを超えなかった場合と、ⅱ航行可能水域および隣接の海岸線へ 排出が二度あった 、各排出量 四二ガロンを超えず、かつ、各排出の間が
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一二カ月以上であった施設が対象となる。（３）ＳＰＣＣ計画の内容　①対象施設の有する個々の油貯蔵容器が五千ガロンを超えない場合、当該施設
（
T
ier I
施設と呼ばれる）
は、連邦
行政命令集四〇編 一二部の付録Ｇの書式
（
35）に記入することで、自己証明した計画を作成することができる。
　
②対象施設の有する油貯蔵容器のうち、一つでも て る場合、当該施設
（
T
ier II
施設と呼ばれ
る）
は、連邦行政命令集四〇編一一二・七条
（
36）
等にしたがって、自己証明した計画を作成しなければならない。
Ⅳ．有害物質の放出または油の流出に関する災害・事故時の対応１．全国緊急対策計画
　
全国緊急対策計画
（ＮＣＰ）
―正式名称は全国油・有害物質汚染緊急対策計画
（
N
ational O
il and H
azardous Sub-
stances P
ollution C
ontingency P
l （
37）
an ）
―は、連邦政府の計画である。ＮＣＰの目的は、油の流出や有害物質等の放出
への準備・対応のための組織の構造・手続を提供することである
（
40 C
F
R
 
§ 300. １ ）。
　
最初のＮＣＰは、一九六七年にイギリス沖で生じたトリー・キャニオン号座礁事件を契機として、翌一九六八年
に策定・公表された。こ 事件で対応した政府関係者が直面した問題を避けるた
（
38）
め、アメリカの水域で生じる可能
性のある油流出に対処するための協調的アプローチを策定したのである。　
ＮＣＰは、一九七二年水質清浄法により、油の流出に加えて有害物質の放出に対応するための枠組み 含むこと
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になった。そして、ＣＥＲＣＬＡの制定により、ＮＣＰは、有害廃棄物サイトでの緊急除去措置を要求する放出も対象 するよう拡充された。最新
（
39）
版は、一九九〇年油濁法の油流出に関する規定を反映して一九九四年に改正され
たものである。
２．有害物質に関する災害・事故への対応の流れ
（１）防御の最前線　有害物質の放出や油の流出が生じた場合、放出・流出に責任を負う企業、対応請負業者
（
response contractor ）、
地元の消防署・警察署、地元の
（地方公共団体の）
緊急対応担当職員が防御の最前線に立つ。地元の能力を超えた
場合には、州の機関が地元の対応を支援するか地元に代わって対応する。地方政府または部族政府が、有害物質の放出に対して暫定的な緊急措置を行うに た てそのための予算がない場合には、地方政府償還プログラム
（
L
ocal 
G
overnm
ents R
eim
bursem
ent P
rogram
）
から事故一件あたり二万五千ドルまで償還を請求することができる。
（２）連邦の関与　有害物質の放出量または油の流出量が届出を要する場合、放出・流出に責任を負う企業は、全国対応センター
（ＮＲＣ）
に通報することが義務付けられている
（
40 C
F
R
 
§ 300. １25 （
a ）） 。ＮＲＣは、通報後すみやかに、放出・流
出地点を管轄する現場推進責任者
（
O
n-Scene C
oordinator, O
SC
）
に伝達する
（同）
。
　
ＯＳＣは、地元による対応状況を判断し、連邦の関与が必要かどうか、必要ならばどの程度関与すべきか 判断
するために状況 観察 。ＯＳＣは、以下の状況において、対応 指揮 と
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・有害物質の放出または油の流出に責任を負う者―潜在的責任当事者
（
potentially responsible party ）
―が不明ま
たは協力的でない場合　
・当該流出・放出が、企業・地元・州の対応能力 超えると判断する場合、または
　
・油の流出事故に関して その流出の規模や性質のため、公衆の健康と福祉に重大な脅威を及ぼすと判断する場
合　
ＯＳＣは、放出・流出への対応に関して追加的支援を要請することができる。そのような追加的支援には、追加
の請負業者や、ＥＰＡの環境対応チーム
（
E
nvironm
ental R
esponse T
eam
, E
R
T
）
からの技術支援、ＥＰＡや海洋大
気局
（
N
ational O
ceanic and A
tm
ospheric A
dm
inistration, N
O
A
A
）
からの科学支援コーディネーター
（
Scientific Sup-
port C
oordinator ）
が含まれる。ＯＳＣはまた、専門的技術や知識を利用するため、また、追加的な後方支援を提供
するため、地域対応チーム
（
R
egional R
esponse T
eam
, R
R
T
）
からの支援を求めることができる。加えて、全国対応
チーム
（
N
ational R
esponse T
eam
, N
R
T
）
は、事故の間、ＯＳＣおよびＲＲＴを後方支援する。
３．全国対応チーム（
40 C
FR
 
§ 300. 110 ）
（１）全国対応チームの役割　全国対応チーム
（ＮＲＴ）
は災害・事故に直接的に対応するわけではないが、対応に関する三つの活動―情報の
流布、緊急事態に関する計画、緊急事態に対する訓練―に責任を負っている。また、ＮＲＴは、地域対応チーム（ＲＲＴ）
を支援する。
　
①情報の流布
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ＮＲＴは、有害物質の放出または油の流出に関する技術・財政・運用に関する情報をチームの構成員全員に伝え
る責任を負う。そうした情報は、第一次的には、対応委員会
（
R
esponse C
om
m
ittee ）、予防委員会
（
P
reparedness 
C
om
m
ittee ）、科学・技術委員会といった特定の問題を焦点にした委員会によって収集され、他の構成員に伝えられ
る。　
②緊急事態に対する計画
　
ＮＲＴは、ＮＲＴにおける連邦諸機関の役割の概要が、全国緊急対策計画
（ＮＣＰ）
において明確に説明されて
いるようにしている。大規模事故の後には、対応の効果がＮＲＴによって入念に評価される。ＮＲＴは、ＮＣＰおよび全国対応システムの改善のための提言を行うために、評価を通じて集められた情報を用い ことができる。ＲＲＴは地域緊急対策計画
（
R
egional C
ontingency P
lan, R
C
P
）
を策定するためにＮＲＴに支援を求めることができる。
ＮＲＴはまた、ＲＣＰが、緊急対応において連邦の方針に従っているかどうかを判断する めに、そ らを審査することができる。　
③緊急事態に対する訓練
　
訓練は、油の流出または有害物質の放出に備える連邦の戦略にとって重要である。多くの訓練は州政府や地方政
府によって行われているが、ＮＲＴは、訓練コースや訓練プログラムを作成し、連邦による訓練の取組みをコーディネートし、地域・州・地方の職員に訓練の必要性と訓練コースに関する情報を与える。
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（２）全国対応チームの構成員とその役割・責任　①ＥＰＡ
　
全国対応チームの長は、ＥＰＡ職員が務めている。ＥＰＡは、現場推進責任者
（ＯＳＣ）
、内陸での流出に対し
ては科学支援コーディネーター、スーパーファンド法に基づく有害廃棄物修復措置に関しては修復プロジェクト・マネージャー
（
R
em
edial P
roject M
anager ）
を派遣する。
　
また、ＥＰＡは、環境対応チーム
（ＥＲＴ）
に資金を拠出しており、ＯＳＣの要請に応じて、災害・事故対応が
地域の利用可能なリソースを超える場合にＥＲＴを派遣する。ＥＲＴは、サイトアセスメント、健康・安全問題、アクションプランの策定、汚染のモニタリングに関する支援を提供することができる。　
さらに、ＥＰＡからは、環境法を解釈するために 法律専門家を得ることができる。
　
②合衆国沿岸警備隊
　
全国対応チームの副長は、合衆国沿岸警備隊の職員が務めている。沿岸警備隊は、海岸地域での災害・事故に対
してＯＳＣを派遣しており、全てのＲＲＴの共同長であ 。　
沿岸警備隊は、四六ある港湾 管轄地域
（
C
aptain of the P
ort Z
one ）
において二四時間対応の施設を維持・管理
しており、それらの施設は、沿岸水域における放出に対して指揮・統制・監視を行ってい　
沿岸警備隊は、ＮＲＣを運営しており、大規模な海洋汚染事故に対応するために特別に訓練され、態勢が整って
いる国家機動部隊
（
N
ational Strike F
orce ）
を維持している。沿岸警備隊の油防除隊
（
Strike T
eam
）
は、太平洋岸お
よびメキシコ湾岸に拠点を置いている。　
沿岸警備隊長官は、水質清浄法に基づいて設置された油汚染責任信託基金
（
O
il P
ollution L
iability T
rust F
und ）
の
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管理者の役割も果たしている。　
③連邦緊急事態管理庁
　
災害・事故対応時、連邦緊急事態管理庁
（
F
ederal E
m
ergency M
anagem
ent A
gency, F
E
M
A
）
は、人の移動の支援
（
relocation assistance ）
を調整することにおいて主導機関に助言と援助を与える。ＦＥＭＡは、州政府・地方政府の
緊急事態の予防、計画、訓練、演習において、ガイダンスやポリシー、技術支援を提供する。　
④国防総省
　
国防総省
（
D
epartm
ent of D
efense ）
は、油・有害物質がその管轄下にある施設から放出された場合に対応する。
同省は、要請に応じて、合衆国海軍の油流出の封じ込め・回復のための機材と人員 船舶の引き揚げ・船上での被害対策・潜水のための機材を、合衆国海軍から提供することができる。同省はまた、航行可能水域の障害物の除去や船舶の構造の修繕において、合衆国陸軍工兵部隊の設備と専門性を利用可能にすることもできる。　
⑤エネルギー省
　
エネルギー省
（
D
epartm
ent of E
nergy ）
は、有害物質が同省の施設から放出された場合、または、同省の管理下
で輸送されていた物質が流出した場合に、ＯＳＣを提供する。また、放射性物質に関わる緊急な危険を管理す にあたって、同省の職員が支援する。　
⑥農務省
　
農務省
（
D
epartm
ent of A
griculture ）
は、土壌・水・野生生物・植生を含む自然資源が有害物質によって影響を
受けている場合に、その状況を測定、評価し、観察する。　
農務省はまた、以下の組織からの専門性を提供する。
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・森林局
（
F
orest Service ）
　
・農業研究
（
A
griculture R
esearch Service ）
　
・自然資源保全
（
N
atural R
esources C
onservation Service ）
　
・食品安全検査局
（
F
ood Safety and Inspection Service ）
　
・動植物検疫局
（
A
nim
al and P
lant H
ealth Inspection Service ）
　
⑦商務省
　
商務省
（
D
epartm
ent of C
om
m
erce ）
は、米国海洋大気局
（ＮＯＡＡ）
を通じて、油その他の有害物質の移動と分
散を予測するための有害性評価と流跡線のモニタリングを含む、沿岸海域におけるリソースと緊急対策計画のための科学的支援を提供する。ＮＯＡＡは、繊細な沿岸の環境についての情報に寄与し、実際のおよび予測される気象・水文・氷・海洋の状況に関するデータを提供する。ＮＯＡＡはまた 管理・保護する海洋生物資源のための自然資源受託者としての役割を果たす。　
⑧保健社会福祉省
　
保健社会福祉省
（
D
epartm
ent of H
ealth and H
um
an Services, H
H
S ）
は、対応時の健康ハザードを評価する。ＨＨ
Ｓの機関のうち、有害物質 特定疾病対策庁
（
A
gency for T
oxic Substances and D
isease R
egistry, A
T
SD
R
）
や国立環
境健康科学研究所
（
N
ational Institutes for E
nvironm
ental H
ealth Sciences, N
IE
H
S ）
等は健康影響に関する情報を維
持・提供している。また 国立環境健康科学研究所は、油流出の健康影響に関する訓練も提供する。　
⑨内務省
　
内務省
（
D
epartm
ent of Interior ）
は、自然資源、絶滅の危機に瀕した種、連邦の土地・水域に関する専門性に寄
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与し、ネイティブ・アメリカン居留地と合衆国の準州に責任を有する。内務省の地方環境官
（
R
egional E
nviron-
m
ental O
ffi
cers ）
はＲＲＴの構成員である。内務省は、それが維持・管理する資源に関する自然資源受託者として
の役割を果たす。内務省内で専門性を有する機関には、以下が含まれる。　
・魚類・野生生物局
（
F
ish and W
ildlife Service ）
　
・地質調査所
（
G
eological Survey ）
　
・インディアン局
（
B
ureau of Indian A
ffairs ）
　
・土地管理局
（
B
ureau of L
and M
anagem
ent ）
　
・鉱物管理局
（
M
inerals M
anagem
ent Service ）
　
・鉱山局
（
B
ureau of M
ines ）
　
・国立公園
（
N
ational P
ark Service ）
　
・開拓局
（
B
ureau of R
eclam
ation ）
　
・地表採炭・開拓執行室
（
O
ffi
ce of Surface M
ining and R
eclam
ation E
nforcem
ent ）
　
・領土室
（
O
ffi
ce of T
erritorial A
ffairs ）
　
⑩司法省
　
司法省
（
D
epartm
ent of Justice ）
は、排出・放出、連邦機関の対応から生じる法的問題に専門的助言を与える。
また、同省は、排出・放出に関する訴訟において、連邦政府を代理する。　
⑪労働省
　
労働省
（
D
epartm
ent of L
abor ）
は、労働安全衛生局
（
O
ccupational Safety and H
ealth A
dm
inistration ）
を通じて、
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有害廃棄物サイトを、現場の労働者がハザードから保護されていることを確保するため、当該サイトが安全や健康に関する基準や規則に従っているかどうかを判断するために、安全と健康に関する検査を実施する。　
⑫運輸省
　
運輸省
（
D
epartm
ent of T
ransportation ）
は、調査特別プログラム庁
（
R
esearch and Special P
rogram
s A
dm
inistration ）
を通じて、油・有害物質の輸送に関する専門性を提供する。同庁は、規制 た有害物質の梱包・取扱い・輸送上の義務に専門的助言を提供する。同庁は、有害物質規則
（
49 C
F
R
 P
arts １00-１99 ）
の制定・執行、緊急対応ガイド
ブックの作成、防御行動決定戦略
（
protective action decision strategy ）
や実施シナリオ
（
exercise scenario ）
の支援
その他の機能 果たす。　
⑬原子力規制委員会
　
原子力規制委員会
（
N
uclear R
egulatory C
om
m
ission ）
が許可を与えた者から放射性物質が放出された場合には、
同委員会がその事故対応計画 従って対応する。　
⑭国務省
　
国務省
（
D
epartm
ent of State ）
は、国際的な緊急事態対策計画を策定することにおいて主要な役割を果たしてい
る。同省は、排出・放出が国境を越えている場合や海外の船舶からの排出・放出であ 場合に、国際的な対応への取組みを調整することに助力する。同省はまた、海外の政府からの援助 要請も調整する。　
⑮一般調達局
（
G
eneral Services A
dm
inistration ）
　
⑯財務省
（
T
reasury D
epartm
ent ）
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４．地域対応チーム（
40 C
FR
 
§ 300. 115 ）
　
地域対応チーム
（ＲＲＴ）
もまた、連邦政府・州政府・地方政府からの代表からなる省庁間組織である。ＲＲＴ
には、地域で分かれた一三の常設チームと、特定の事故について編成されるチームがある。　
ＲＲＴの四つの主要な責務は、①対応、②計画、③訓練、④調整である。
　
①対応
　
連邦機関の現地事務所および州の機関のために 現場推進責任者
（ＯＳＣ）
の支援要請に対応する能力に関する
情報を交換するフォーラムを提供する。ＮＲＴと同様、ＲＲＴは放出・流出に直接的に対応するものではないが、要請に応じて、対応を支援するために技術的助言、機材、人員を提供する。　
②計画
　
各ＲＲＴは、実際の事故時 連邦機関・州機関の役割を明確にするために 地域緊急対策計画を策定する。事故
の後、ＲＲＴは、地域の対応に伴う問題点を特定するためにＯＳＣの報告書 検討し、必要 応じ 計画を改良する。　
③訓練
　
ＲＲＴの構成員である連邦の諸機関は、連邦・州・地方の機関が自らの緊急対応活動を調整する能力をテストす
るため、地域計画 シミュレーション演習を提供する。　
④調整
　
ＲＲＴは、その地域内の連邦・州の機関から得られるリソースを特定する。そ ようなリソースには、化学物質
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の放出や油の流出に対処するための機材、ガイダンス、訓練、技術的専門性が含まれる。地域にほとんどリソースがない場合には、ＲＲＴは、事故時に十分なリソースを確保するために連邦・州の機関からの援助を要請することができる。
５．現場推進責任者
　
現場推進責任者
（ＯＳＣ）
は、排出・放出現場で対応への取組みを指示し、その他あらゆる取組みを調整する役
割を果たす
（
40 C
F
R
 
§ 300. １20
⒜）。ＥＰＡと合衆国沿岸警備隊は、各地域の全ての地区にＯＳＣを選任しておかな
ければならない
（同）
。合衆国沿岸警備隊は、油の排出および沿岸地域への有害物質・汚染物質・汚濁物の放出ま
たは放出のおそれに対してＯＳＣを選任する。ＥＰＡは、陸上での排出・放出またはそれらのおそれ 対してＯＳＣを選任する
（同）
。
６．油の除去
（１）対応の優先順位　全国緊急対策計画は、対応措置実施中に最優先されるべきものを人の生命の安全、次に優先されるべきものを状
況の安定化、と順位づけている
（
40 C
F
R
 
§ 300. 3１7 ）。
（２）
一般的な対応のパターン
　
現場推進責任者
（ＯＳＣ）
が排出の報告を受けた場合には、ＯＳＣは、通常、以下のような流れで対応を行う。
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①合衆国の公衆の健康・福祉または環境への脅威、汚染物質のタイプ・量、排出源のような関連情報を判断する
ために報告を調査する
（
40 C
F
R
 
§ 300. 320
⒜
⑴）。
　
②排出の規模とタイプを公式に分類し、効果的かつすみやかに確実に排出を除去・緩和・防止するために取るべ
き行動方針を決定する
（
40 C
F
R
 
§ 300. 320
⒜
⑵）。
　
③排出の効果的で速やかな除去・緩和・防止が民間当事者の取り組み よって達成できると判断し、かつ、当該
排出が合衆国の公衆の健康・福祉に重大な脅威を与えない場合には、責任当事者等が除去を適切に実施しているかどうかを判断する
（
40 C
F
R
 
§ 300. 320
⒜
⑶）。
　
④適切な場合には、州または行政機関が 措置を行う能力を有する どうか判断する。そ 場合、ＯＳＣは、
これらの措置を支援する資金を手配することができ
（
40 C
F
R
 
§ 300. 320
⒜
⑷）。
　
⑤地域緊急対策計画
（ＲＣＰ）
および地区緊急対策計画
（ＡＣＰ）
に従って、影響をうける自然資源の受託者に
速やかに通知する
（
40 C
F
R
 
§ 300. 320
⒜
⑸）。
　
除去は、ＯＳＣが影響を受けた州の知事と協議のうえで完了したと判断した場合に完了する
（
40 C
F
R
 
§ 300. 320
⒝） 。
（３）除去措置の指示　ＯＳＣは、上記報告の調査の過程で、排出が合衆国 公衆の健康・福祉
（魚介類・野生生物その他の自然資源、合
衆国の公有・私有の海岸および海岸線を含む）
に重大な脅威を与えるかどうかを判断しなければならない
（
40 C
F
R
 
§ 300. 322
⒜） 。判断要素には、排出の規模・性質、合衆国の公衆の健康・福祉への脅威の性質が含まれる
（同）
。得
られた情報に基づいて、ＯＳＣは、そのような脅威の評価を実施しなければならない
（同）
。
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ＯＳＣの調査によってそのような排出が合衆国の公衆の健康・福祉に重大な脅威を与えているかそのおそれがあ
ることが示されたならば、適切な場合には、ＯＳＣは、排出を除去するため、または、そのような排出の脅威を緩和・防止するため、連邦・州・民間に措置を取るよう指示しなければならない
（
40 C
F
R
 
§ 300. 322
⒝） 。
（４）資金　水質清浄法
（ＣＷＡ）
三一一条に基づいて実施される油の除去については、一定の状況においては、油汚染責任
信託基金が利用できる
（
40 C
F
R
 
§ 355, 33 C
F
R
 P
art １36 ）。油汚染の責任当事者は、ＣＷＡ三一一条ｆ項、油濁法
一〇〇二条その他の連邦法に基づいて、連邦の除去 損害 関する費用に責任を負う
（
40 C
F
R
 
§ 355
⒜） 。
７．有害物質の除去
（１）除去措置の実
（
40）
施
　
放出に対して取るべき措置の適切な範囲を判断することにおいて、主導機関は、まず、除去措置を取ることが適
切かどうかを判断するために、除去に関するサイト評価、もし過去に修復に関するサイト評価が行われていたら、それを通じて生みだされた情報、現在のサイトの状況を検討することに る
（
40 C
F
R
 
§ 300. 4１5
⒜
⑴）。その際、放
出の責任当事者が明らかであ 場合 は、当該責任当事者自身が必要な除 措置を迅速かつ適切 実施することができるかどうかの判断を、実行可能な範囲で行うことになっている。
（
40 C
F
R
 
§ 300. 4１5
⒜
⑵）。
　
放出が生じたサイトが全国優先地域順位表
（
N
ational P
riority L
ist, N
P
L
）
に含まれているかどうかを問わず、主導
機関が合衆国の公衆の健康・福祉または環境に脅威があると判断した場合には 主導機関は、放出または放出のお
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それを軽減・防止・最小化・安定化・緩和・除去するために、適切な除去措置をとることができる
（
40 C
F
R
 
§ 300. 
4１5
⒝
⑴）。除去措置の適切性を判断する要素は以下のとおりである。
　
①有害物質・汚染物質・汚濁物質への近隣の人・動物・食物連鎖の実際の曝露または曝露のおそれ
（
40 C
F
R
 
§ 300. 4１5
⒝
⑵
ⅰ）
　
②飲料水供給設備または損傷を受けやすい生態系 実際の汚染または汚染のおそれ
（
40 C
F
R
　
§ 300. 4１5 ）
　
③樽・タンクその他の大量貯蔵容器内の有害物質・汚染物質・ 濁物質が放出されるおそれ
（
40 C
F
R
 
§ 300. 4１5
⒝
⑵
ⅲ）
　
④土壌の表面のほとんどまたは表面近くにある高レベルの有害物質・汚染物質 汚濁物質 移動可能性
（
40 
C
F
R
 
§ 300. 4１5
⒝
⑵
ⅳ）
　
⑤有害物質・汚染物質 汚濁物質が移動 放出される原因となり得る気象状況
（
40 C
F
R
 
§ 300. 4１5
⒝
⑵
ⅴ）
　
⑥火災・爆発のおそれ
（
40 C
F
R
 
§ 300. 4１5
⒝
⑵
ⅵ）
　
⑦他の適切な連邦・州の放出に対応するメカニズムの利用可能性
（
40 C
F
R
 
§ 300. 4１5
⒝
⑵
ⅶ）
　
⑧合衆国 公衆の健康 福祉または環境へ脅威を与える可能性があるその他 状況・要素
（
40 C
F
R
 
§ 300. 4１5
⒝
⑵
ⅷ）
（２）現場推進責任者の役割　現場推進責任者
（ＯＳＣ）
は、水質清浄法
（ＣＷＡ）
上の有害物質に関して、以下のことができる。
　
①いつでも、放出を除去し、除去を手配し、放出 重大なおそれを緩和・防止すること
（
40 C
F
R
 
§ 300. 4１5
⒞
⑴
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ⅰ）
　
②放出を除去する連邦・州・民間の措置を指示・観察すること
（
40 C
F
R
 
§ 300. 4１5
⒞
⑴
ⅱ）、ならびに
　
③利用可能な手段によって、ＣＷＡ上 有害物質を放出している、または放出のおそれがある船舶を除去し、必
要な場合には破壊すること
（
40 C
F
R
 
§ 300. 4１5
⒞
⑴
ⅲ）
　
ＯＳＣの調査によってＣＷＡ上の有害物質の放出が合衆国の公衆の健康・福祉に重大な脅威を与えることが示さ
れたならば、適切な場合には、ＯＳＣは、放出を除去するため、または、そのような放出の脅威を緩和・防止するため、連邦・州・民間 措置を取 よう指示しなければならない
（
40 C
F
R
 
§ 300. 4１5
⒞
⑵）。
８．国家対応枠組
　
国土安全保障大統領指令五「国内事故の管理」
（
M
anagem
ent of D
om
estic Incidents ）
は、国土安全保障長官に、
国内の国家重大事態
（
Incident of N
ational Significance ）
への対応を調整することを義務付けている。
　
化学物質の放出や油の流出が、国土安全保障長官によって国家重大事態であると判断された場合には、国土安全
保障省の 家対応枠組
（
N
ational R
esponse F
ram
ew
ork, N
R
F
）
が全国緊急対策計画に優越する。
　
ＮＲＦとは、災害・事故の大小を問わない、あらゆるハザードへの による対応を記した文書である。ＮＲＦ
は、その付属文書において、事故を類型化し、類型化された事故が生じた時に最も必要とされそうな能力とリソースを「緊急支援機能」
（
E
m
ergency Support F
unction, E
SF
）
としてまとめている。油および有害物質に関わる事故へ
の対応においては、ＥＰＡが主導機関および調整機関となり 固形廃棄物・緊急対応局緊急管理課が対応を先導することが定められ い
（
4１）
る。
アメリカにおける有害物質および油に係る災害・事故時の対応に関する法的枠組みについて〔大坂　恵里〕
268
９．放射性物質の放出に関する災害・事故時の対応
（１）ＥＰＡの権限と責務の根拠　ＥＰＡは、平時の放射性物質の放出に関わる緊急事態についても対応する権限と責務を有す
（
42）
る。その権限と責務
は様々な根拠から導かれるものであり、主なものは以下のとおりであ
（
43）
る。
　
①制定法
　　
・公衆衛生法
（
P
ublic H
ealth Service A
ct ） （
42 U
.S.C
. 
§ 20１ et seq. ）
　　
・包括的環境対処補償責任法
　　
・ロバート・Ｔ・スタフォード災害救助・緊急事態支援法
（
R
obert T
. Stafford D
isaster R
elief and E
m
ergency 
A
ssistance A
ct ） （
42 U
.S.C
. 
§ 5１2１ et seq. ）
　
②規則
　　
・全国油・有害物質汚染緊急対策計画
 
　　
・商用原子力発電所―緊急対処計画
（
C
om
m
ercial N
uclear P
ow
er P
lants: E
m
ergency P
reparedness P
lanning ） （
44 
C
F
R
 P
art 352 ）
　
③連邦法による緊急対処計画
　
④ＥＰＡ長官 命令・大統領令
　　
・連邦緊急事態管理
（
F
ederal E
m
ergency M
anagem
ent ）
に関する大統領令
（
E
O
 １2１48 ）
　　
・緊急事態準備の責任分担
（
A
ssignm
ent of E
m
ergency P
reparedness R
esponsibilities ）
に関する大統領令
（
E
O
 
東洋法学　第57巻第 1号（2013年 7 月）
269
１2656 ）
　　
・国家安全保障局の設置に関する大統領令
（
E
O
 １3228 ）
　
⑤大統領決定指令
　　
・合衆国の対テロ方針
（
U
.S. P
olicy on C
ounterterrorism
）
に関する大統領決定指令
（
P
D
D
 39 ）
　　
・国土および在外アメリカ人へ 非通常型脅威に対する保護
（
P
rotection A
gainst U
nconventional T
hreats to the 
H
om
eland and A
m
ericans O
verseas ）
に関する大統領決定指令
（
P
D
D
 62 ）
　　
・重要インフラ保護
（
C
ritical Infrastructure P
rotection ） に関する大統領決定指令
（
P
D
D
 63 ）
　　
・立憲政府の持続と政府機能の継続
（
E
nduring C
onstitutional G
overnm
ent and C
ontinuity of G
overnm
ent ） に関す
る大統領決定指令
（
P
D
D
 67 ）
　
⑥国土安全保障大統領指令
　　
・国内事件の管理
（
M
anagem
ent of D
om
estic Incidents ）
に関する国土安全保障大統領指令
（
H
SP
D
-5 ）
　　
・重要インフラ特定・優先順位付け・保護
（
C
ritical Infrastructure Identification, P
rioritization, and P
rotection ）
に関する国土安全保障大統領指令
（
H
SP
D
-7 ）
　　
・国家準備
（
N
ational P
reparedness ）
に関する国土安全保障大統領指令
（
H
SP
D
-8 ）
　
⑦国際的な計画・条約
　　
・合衆国 カナダ放射線緊急 態対応共同計画
（
U
nited States-C
anada Joint R
adiological E
m
ergency R
esponse P
lan ）
　　
・原子力事故又は放射線緊急事態の場合における援助に関する条約
（
International A
tom
ic E
nergy A
gency C
on-
vention on A
ssistance in the C
ase of a N
uclear A
ccident or R
adiological E
m
ergency ）
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・原子力事故の早期通報に関する条約
（
International A
tom
ic E
nergy A
gency C
onvention on E
arly N
otification of 
a N
uclear A
ccident ）
（２）放射性物質緊急対応チーム　放射性物質の放出に関わる緊急事態に対しては、ＥＰＡ自らが対応の中心になる場合と他の機関を支援する場合
とを問わず、ＥＰＡは、放射性物質緊急対応チーム
（
R
adiological E
m
ergency R
esponse T
eam
, R
E
R
T
）
を現場に派遣
することができる。　
ＲＥＲＴのメンバーは、以下に配置されている。
　
・ＥＰＡ本部
　
・ＥＰＡの各地域事務所
（一〇か所）
　
・国立分析環境放射線研究
（
N
ational A
nalytical E
nvironm
ental R
adiation L
aboratory ）
　
・国立放射線現場作戦センター
（
N
ational C
enter for R
adiation F
ield O
perations ）
　
ＲＥＲＴは、ＥＰＡのスーパーファ ド・プログラム、連邦・州・地方政府とともに緊急事態に対応する。（３）放射性物質の放出に関わる緊急事態への準備
　
①対処計画・手続の策定
　
ＥＰＡは、他の連邦機関・州政府・地方政府・他国とともに、放射性物質の放出に関わる緊急対処計画・手続を
策定する。ＥＰＡの地域放射線プログラム
（
R
egional R
adiation P
rogram
）
の職員は、州・地方・部族の緊急対処プ
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ログラムを審査する。　
②緊急事態への初動要員のためのガイダンス・訓練の提供
　
ＥＰＡは、緊急事態への初動要員となる地方・州の緊急対処機関のために「防御行動ガイ
（
44）
ド」を提供している。
これは、放射性物質の放出に関わる緊急事態時に、人と環境を保護するための特定の行動をとるべきかどうかを判断するのに役立つ基準を初動要員に提供する。　
③訓練の実施・参加
　
ＲＥＲＴそ 他の緊急対処機関は、放射性物質 放出に関わる緊急事態をシミュレートした訓練を通じて、対処
計画をテストする。（４）放射性物質の放出に関わる緊急事態への対応　①ＥＰＡ自らが対応の中心となる場合
　
ＥＰＡは、他の連邦機関によって規制されていない、または、所有されてい い放射性物質に関わる事故への連
邦による対応を調整する。さらに、ＥＰＡは、合衆国またはその領域 影響を与える可能性のある海外の放射性物質事故への合衆国の対応を調整する。　
②ＥＰＡが他の機関を支援する場合
　
他の連邦機関によって規制されているか所有され い 放射性物質に わる緊急事態については、ＥＰＡは、以
下を行うことによって、国土安全保障省、調整を行う連邦機関 影響を受ける州・地方政府を積極的に支援する。　
・環境モニタリング、サンプリング データ分析を実施すること
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・ＥＰＡの放射線モニタリングシステム「ラドネット」
（
R
adN （
45）
et ）
を通じて、放射性物質の放出が公衆衛生およ
び環境へ与える影響を評価すること
　
・放射能汚染の封じ込めおよび浄化に関する技術的助言を提供すること
　
・汚染サイトの修復・回復を支援すること
　
さらに、ＥＰＡは、 「防御行動ガイド」を通じて、放射線被爆から人・資源・環境を保護することに関する指針
を初動要員に提供する。③国土安全保障省が連邦の対応を調整する場合　
既述のとおり、国家重大事態については、国土安全保障省が連邦の対応を調整する。
Ⅴ．おわりに
　
アメリカの有害物質
（放射性物質を含む）
および油に係る災害・事故時の対応に関する法的枠組みについて調査
した結果、以下のことが明らかになった。　
・アメリカでは、有害物質 放出または油の流出に係る災害 事故に備えて、対象施設に して防災計画を作成
させて行政庁に提出させる を法律で義務付けている。　
・アメリカでは、有害物質 放出または油の流出 係る災害・事故時に備えて、①災害・事故情報を一元的に集
約する仕組みが構築されており、②災害・事故現場におい 誰が対応すべきかを判断する責任者が連邦の対応が必要であると判断した場合に各連邦機関が行うべき対応が、事前に定められている。とりわけ放射性物質の放出に係る災害・事故については、ＥＰＡが主導機関または調整機関となっ 緊急に す こ とされていることから、
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注（
１）　
U
.S. E
nvironm
ental P
rotection A
gency, E
m
ergency R
esponse and C
leanup A
ctivities,　
http://w
w
w
.epa.gov/oem
/content/
er_cleanup.htm
（二〇一三年二月一七日閲覧） 。
（
2）　
被規制者にとって、自身が法規の対象施設であるかどうかは重要なところである。ＥＰＡでは、後述のＣＥＲＣＬＡ、ＥＰＣ
ＲＡ、ＣＡＡ一一二条ｒ項の対象物質をまとめて検索可能にしている。リストの最新版（二〇一二年一〇月版）は
http://w
w
w
.
epa.gov/oem
/tools.htm
#
lol からアクセス可能である（二〇一三年二月一七日閲覧） 。
（
3）　
42 U
.S.C
. 
§§ 960１-9675.
（
4）　
33 U
.S.C
. 
§ １25１ et seq.
同庁は、専門チームを常設し、そのメンバーを全国に配置している。　
日本においては、環境法である大気汚染防止法および水質汚濁防止法には、対象となる工場・事業場の事故時の
応急措置および通報・届出に関する規定があるのみで、災害・事故時に備えた計画の作成を義務付ける規定はない（大防法一七条、水濁法一四条の
（
46）
二）
。災害・事故の発生が不可避である以上、その被害を最小限に抑えるために、防
災計画の作成を求めることが望ましい。この点、アメリカの有害物質
（放射性物質を含む）
および油に係る災害・
事故時の対応に関する法的枠組みは、ひとつの参考になる。〔本稿は、環境省請負調査―平成
24年度諸外国における環境法制に共通的に存在する基本問題の収集分析業務のう
ち、筆者が担当したアメリカに関する調査の過程で得られた情報をまとめたものである。 〕
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（5）　
33 U
.S.C
. 
§ １32１
⒝
⑵A
.
（
6）　
42 U
.S.C
. 
§ 692１.
（
7）　
33 U
.S.C
. 
§ １3１7
⒜.
（
8）　
42 U
.S.C
. 
§ 74１2.
（
9）　
１5 U
.S.C
. 
§ 2606.
（
１0）　
40 C
F
R
 
§ 302. 4, T
able 302. 4. 同表では、ＣＥＲＣＬＡの有害物質がアルファベット順に並べられているが、付表Ａ（
A
ppen-
dix to 302. 4 ）ではＣＡＳ番号順に並べられている。
（
１１）　
40 C
F
R
 
§ 302. 4, T
able 302. 4, A
ppendix B
. 
（
１2）　
33 U
.S.C
. 
§ １32１
⒝
⑷.
（
１3）　
U
S E
P
A
, Substances C
overed U
nder R
eporting R
equirem
ents, http://w
w
w
.epa.gov/oem
/content/reporting/faq_subs.htm
（二〇一三年二月一七日閲覧） 。各有害物質・放射性核種の要報告量の数値については、
40 C
F
R
 
§ 302. 4 を参照。
（
１4）　
同編は、連邦法上の犯罪および刑事手続について規定している。
（
１5）　
42 U
.S.C
. 
§§ １１00１-１１050.
（
１6）　
P
ub. L
. N
o. 99-499 （
１986 ）.
（
１7）　
一九八四年一二月二日深夜、インドのボパールにある米系企業ユニオンカーバイド・インド社工場で爆発事故が発生し、三日
未明にかけて流出したイソシアン酸メチルにより大量の死傷者が出た事件である。
（
１8）　
U
S E
P
A
, Substances C
overed U
nder R
eporting R
equirem
ents ・前掲注一三を参照。
（
１9）　
本条での「有害化学物質」の定義は、連邦行政命令集二九編一九一〇・一二〇〇条ｃ項でなされているが、例えば食品医薬品
局が規制する食品・食品添加物・着色添加物・医薬品・化粧品は対象外とされるなど、例外がある（
42 U
.S.C
. 
§ １１02１
⒠） 。
（
20）　
対象施設に該当するかどうかは、
http://w
w
w
.epa.gov/tri/coveredindustries/index.htm
l で確認することできる（二〇一三年
二月一八日閲覧） 。
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（2１）　
個々の有毒化学物質は、
http://w
w
w
.epa.gov/tri/trichem
icals/index.htm
で確認することができる（二〇一三年二月一八日閲
覧） 。
（
22）　
年度毎の各書式は
http://w
w
w
.epa.gov/tri/reporting_m
aterials/form
s/index.htm
l で入手することができる（二〇一三年二月
一八日閲
（
23）　
T
R
I A
lternate T
hreshold for F
acilities w
ith L
ow
 A
nnual R
eportable A
m
ounts, 59 F
ed. R
eg. 6１488 （
N
ov. 30, １994 ）.
（
24）　
U
.S. E
nvironm
ental P
rotection A
gency, T
oxic C
hem
ical R
elease Inventory R
eporting F
orm
s and Instructions （
R
evised 20１2 
V
ersion ）
, E
P
A
 260-R
-１3-00１ （
F
eb. 20１3 ） 85.
（
25）　
ＴＲＩ情報の入手・分析は、
http://w
w
w
.epa.gov/tri/tridata/index.htm
l から行うことができる（二〇一三年二月二七日閲覧） 。
（
26）　
42 U
.S.C
. 
§ 74１2 （
r ）.
（
27）　
最初の履行期限である一九九九 六月二〇日までに、約六万四千施設がＲＭＰを提出した。
（
28）　
施設外へ 結果の分析は、最悪シナリオ（
w
orst-case release scenario ）の分析と代替シナリオ（
alternative release scenario ）
の分析からなる。
U
.S. E
nvironm
ental P
rotection A
gency, G
eneral R
isk M
anagem
ent G
uidance, C
hapter 4, １-2 （
A
pr. 2004 ）.
（
29）　
緊急対処プログラムには、緊急対処計画、緊急対処機材の使用等の手順、従業員の訓練、当該プログラムが最新であることを
確保する手続が含まれる。
U
.S. E
nvironm
ental P
rotection A
gency, G
eneral R
isk M
anagem
ent G
uidance, C
hapter 8, 2-3 （
A
pr. 
2004 ）.
（
30）　
詳細は
http://w
w
w
.epa.gov/oem
/content/rm
p/readingroom
.htm
を参照（二〇一三年二月一八日閲覧） 。
（
3１）　
33 U
.S.C
. 
§ 270１ et seq. 
（
32）　
40 C
F
R
 P
art １１2.
（
33）　
40 C
F
R
 
§§ １１2. 20 and １１2. 2１. 
（
34）　
40 C
F
R
 
§§ １１2. 3 - １１2. １2.
（
35）　
書式は、
http://w
w
w
.epa.gov/em
ergencies/content/spcc/tier１tem
p.htm
から入手可能である（二〇一三年二月二八日閲覧） 。
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（36）　
40 C
F
R
 
§ １１2. 7 and Subparts B
 or C
.
（
37）　
40 C
F
R
 P
art 300.
（
38）　
アメリカのユニオン・オイル社がトリー・キャニオン号を裸用船していた。
（
39）　
N
ational O
il and H
azardous Substances P
ollution C
ontingency P
lan; F
inal R
ule, 59 F
ed. R
eg. 47386 （
Sep. １5, １994 ）. 
（
40）　
加藤一郎・森島昭夫・大塚直 柳憲一郎監修／安田火災海上保険（株） ・ （株）安田総合研究所編『土壌汚染と企業の責任』
（有斐閣、一九九六年）九六
－ 一〇一頁が参考になるが、該当部分の記述がＣＥＲＣＬＡ一〇四条ｂ項に基づく除去措置に関する
説明であることに留意が必要である。なぜなら、
40 C
F
R
 
§ 300. 4１5
⒜
⑶が、 「本条は、ＣＥＲＣＬＡ一〇四条ｂ項に基づいて講じ
られる除去措置には適用されない。そのような除去措置のための基準はＣＥＲＣＬＡ一〇四条ｂ項に規定されている。 」としているか である。
（
4１）　
詳細は
E
SF
 #
１0 - O
il and H
azardous M
aterials A
nnex
を参照。
（
42）　
詳細は
http://w
w
w
.epa.gov/radiation/rert/index.htm
l を参照（二〇一三年二月一七日閲覧） 。
（
43）　
詳細は
http://w
w
w
.epa.gov/radiation/rert/authorities.htm
l を参照（二〇一三年二月一七日閲覧） 。
（
44）　
防御行動ガイドその他の関連文書は
http://w
w
w
.epa.gov/radiation/rert/pags.htm
l からダウンロード可能である（二〇一三年
二月一七日閲覧） 。
（
45）　
ラドネットは、
http://w
w
w
.epa.gov/radnet/radnet-data/index.htm
l から閲覧可能である（二〇一三年二月二八日閲覧） 。
（
46）　
石油コンビナート等災害防止法には、災害に関する応急措置・通報義務に関する諸規定のほかに、防災に関する規定が置かれ
ている。
―おおさか
　
えり・法学部准教授―
東洋法学　第57巻第 1号（2013年 7 月）
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